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2021 年 1 月 7 日 

日本原燃株式会社 

 

 

2020 年度 日本原燃防災訓練における問題点と対策について 

 

 

１． はじめに 

・2020 年 12 月 1 日に実施した当社防災訓練では、濃縮、廃棄物埋設、再処理、

廃棄物管理の 4 施設における同時発災を想定した訓練を実施したが、特に規

制庁 ERC プラント班との情報共有において多くの課題が確認された。 

・本資料は、訓練における問題点を抽出し、その原因と対策について取りまと

めたものである。 

・なお、本資料で整理していない問題点についても、確実に対策を行い訓練等

で有効性を検証していく。 

 

２． 問題点の抽出 

・次の情報に基づき、重要と考える問題点を抽出した。 

① 訓練後に規制庁より送付されたパンチリストに記載されたコメント 

② 当社内における防災訓練の振り返りにおけるコメント 

・添付資料１に、上記の情報から抽出された今回の防災訓練における問題点の

整理結果を示す。 

・添付資料１に示すように、今回の防災訓練における問題点は、大きく以下の

６つに分類できると考える。 

（1）全社と再処理事業部に共通する問題点 

・問題点① 

即応センターは、ERC プラント班に対して、プラント状況、対応戦略等に

ついて、タイムリーに説明できていない。 

・問題点② 

即応センターは、ERC プラント班に対して、ERC 備え付け資料、COP を活

用した説明ができていない。 

 （2）全社に係る問題点 

・問題点③ 

即応センター（全社対応者）は、ERC プラント班に対して、複数施設にお

ける同時発災において、優先順位をつけた情報提供ができていない。 

・問題点④ 

即応センター（全社対応者）は、発災直後における施設状況について、重

要性に応じた即時性をもって ERC プラント班に提供できていない（濃縮
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における UF6 漏洩、火災発生など）。 

 （3）再処理事業部に係る問題点 

・問題点⑤ 

再処理事業部対策本部は、重大事故対策以外の情報（負傷者情報、作業員

の配置状況）の対策本部内での共有が十分ではない。 

  ・問題点⑥ 

再処理事業部対策本部において、本部への報告の遅れにより、ＥＡＬ判断

に時間を要した。 

（AL30（使用済燃料プール水位 TAF+4.0ｍ）について、事象発生時間か

ら AL30 判断までに 18 分を要した。） 

 

３． 直接原因と対策 

２．の主要な問題点に対し、要因分析図を用い原因分析を行った結果と対

策を添付資料２に示す。 

 

今回の防災訓練においては、複数施設の同時発災を想定したことから、昨

年度までの防災訓練で事業部対策本部に近接して設置していた即応センタ

ーを、全社対策本部隣接の場所に変更した。また、各事業部の事故が同時並

行で進行する。 

このため、今回の訓練を実施するに当たり、昨年度までとの上記の相違点

を踏まえて、情報フローに基づく課題の抽出・潰しこみや、特に全体の仕切

りを担う全社側の要員の役割分担を定めたマニュアルを整備するなどの準

備を実施するとともに、COP と ERC 配備資料とを併用して事象進展や対策を

説明することとした。 

しかしながら、特に情報量が多く、対策のオプションも多い再処理におい

て、事業部対策本部－即応センター間の情報が滞るともに、施設間や事象間

の優先順位をつけた説明が適切に実施できなかった。この原因としては、事

業部対策本部－即応センター間の物理的な距離に加え、COP 作成・説明に係

る習熟訓練の不足、要員の不足があったものと考えている。また、COP の内

容についても、事象の進展や戦略を説明するには不十分なものであった。 

 

対策としては、上述した問題に対応するため、COP の見直し、COP 作成・説

明に係る要員の強化と訓練、即応センターにおける情報共有の迅速化（CRT

による電子画面共有）等を行う。 

 

また、今回の即応センターについては、スペース的にも狭隘であり情報共

有に支障があったことから、スペースの拡張を行うとともに、情報量の多い

再処理については、昨年度までの訓練で使用していた、再処理事業部対策本
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部に近接する ERC 対応スペースの活用（再処理関連情報の発信箇所として）

についても検討を進めたい。 

添付資料１に、以上の問題点、直接原因および対策を取りまとめた形で示

す。 

 

４． 背後要因について 

今回の訓練を実施するに当たっては、上記のとおり、昨年度までとの相違

点を踏まえた準備を実施したが、これらの準備は防災事務局を中心に実施さ

れ、実際に ERC 対応に当たる要員はほとんど参画していなかった。このため、

ERC 対応者に、過去の ERC 対応の経験（反省）や今回訓練における変更点が

十分に認識されず、新たに ERC 対応を行う要員の習熟も進まなかった。 

これは、事業部における事故対応要素訓練が日常的に行われているのに対

し、ERC 対応訓練は総合防災訓練時に実施されており、本当に事故が発生し

た時のことを想定して、日常的に備えるとの意識が不足していることに原因

があると考える。 

この背後要因に対する対策として、訓練のための訓練ではなく、いつ起こ

るかもしれない事故に対する日常的な備えを検証・確認する場として訓練を

意識付けるべく、当面、2021 年 3 月までは、ERC 対応に当たる要員の習熟お

よび対策の有効性の検証を目的とした訓練を集中的に実施する。その後も、

定期的に各自の役割を変えるなどしながら訓練を繰り返し実施し、要員の力

量の維持・向上および事業部対策本部－即応センター間の情報伝達の仕組み

等の継続的な改善を図っていく。 

 

今後、本資料に示す対策について、個別の習熟訓練を実施して対策の有効

性の検証・定着を図った上で、2021 年 3 月を目途に対策の有効性を確認す

る観点からの再訓練を実施したい。 

 

添付資料１：２０２０年度 日本原燃㈱原子力防災訓練における問題点、直接

原因および対策 

添付資料２：２０２０年度 日本原燃㈱原子力防災訓練における問題点に対す

る要因分析図 

 

以 上 
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2021 年 1 月 7 日 
日本原燃株式会社 

 

２０２０年度 日本原燃㈱原子力防災訓練における問題点、直接原因および対策 
 
２０２０年度１２月１日に実施した日本原燃㈱原子力防災訓練において以下の問題点を抽出した。抽出した問題点に対し、それぞれ区分を設定し、改善に向けた検

討を行った。 
【全社と再処理事業部に共通する問題点】 

№ 問題点 区分 直接原因 対策 
ﾊﾟﾝﾁﾘｽﾄ 

該当箇所 

1 

即応センターは、ERC プラント班に対
して、プラント状況、対応戦略等につ
いて、タイムリーに説明できていな
い。 

情報共有

（ERC） 

【全社の直接原因】 
①再処理に関し、どの情報を重視する

かなどの情報処理方法の整理や情
報の種類に見合う要員の強化が行わ
れていなかった。 

②再処理に関し、即応センター内のモニ
タに表示されている COP において、
更新された箇所が瞬時には識別でき
ない。 

③即応センター内のモニタに戦略シート
が表示されておらず、紙が届くまで対
応戦略の進捗が分からない。 

 
・音声、情報共有システム、電話等の情報
の処理方法・担当を明確化するとともに、
これに対応するため ERC 対応補助者の
要員を強化する。（即応センター） 

・再処理 COPにおいて、更新した箇所が瞬
時に識別出来るように記載方法を工夫す
る。 

 
・即応センター内のモニタに、戦略シートも
表示出来るようにする。 

 

№1、2、7、8 他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【再処理事業部の直接原因】 
①事業部対策本部において、事象の特

徴を踏まえたタイミングで COP 資料を
作成更新することを共有できていなか
った。このため、COP 資料が、事象進
展の適切なタイミングで集約作成され
ず、即応センターにも情報提供できな
かった。 

②COP 資料の見直し（簡略化）を行い、
進捗状況、対応戦略については ERC
配備資料を併用して説明することを
考えたが、事業部連絡員の負担とな
り、わかりやすい説明ができなかっ
た。 
また、情報を整理して事業部連絡員
に提供する体制となっていなかった。 

③現場から即応センターまでの情報伝
達に多くの要員が関与しており、情報
伝達に時間を要した。 

 

 
・事象の特徴を踏まえた COP の作成、更
新等のタイミングをルールとして明確化す
る。 

 
 
 
 
・COP 資料の記載構成を見直し、事故収
束に向けた対応状況の概要が把握しや
すいように修正する。 
また、事業部対策本部からの情報受取
り、整理、優先順位決定を行い、事業部
連絡員に情報提供するための役割の要
員を追加する。 

 
・現場から即応センターまでの情報伝達の
仕組みを見直す。 

添付資料 1 
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№ 問題点 区分 直接原因 対策 
ﾊﾟﾝﾁﾘｽﾄ 

該当箇所 

2 

即応センターは、ERC プラント班に対
して、ERC 備え付け資料、COP を活
用した説明ができていない。 

情報共有

（ERC） 

【全社の直接原因】 
①ERC 対応者（含補助者）が昨年から

変更となったことに加え、事前の勉強
や経験を積む機会が限られていた。 

 
 
 
②再処理に関し、訓練直前まで備付け

資料の修正や COP の追加が継続し
ていたため、事前に確定した資料を
用いて教育訓練を行う機会がなかっ
た。 

 

 
・備付け資料および COP の内容を早急に
改善した上で、ERC 対応者および補助者
に対する教育訓練を継続的に行う。合わ
せて、ERC 対応、重大事故対応に詳しい
人間を配置する。（即応センター） 

 
・同上 

 

№1、2、7、8、15 他 

【再処理事業部の直接原因】 
①「№１（再処理事業部の直接原因）②」

と同じ。（COP 資料の記載情報の問
題） 

 
②COP 資料の作成頻度は 30 分を目安

にするルールはあったが、COP 資料
一式の形で即応センターへ伝わらな
かったため、情報が断片的で分かり
難かった。 

 

 
・同左 
 
 
 
・COP 資料の作成と更新タイミングを明確
にし、COP 資料が一式の形で即応センタ
ーへ提供できるようガイドラインへ明記す
る。 
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【全社に係る問題点】 

№ 問題点 区分 直接原因 対策 
ﾊﾟﾝﾁﾘｽﾄ 

該当箇所 

3 

即応センター（全社対応者）は、ERC
プラント班に対して、複数施設におけ
る同時発災において、優先順位をつ
けた情報提供ができていない。 
 

情報共
有

（ERC） 

①全社側の要員が同時発災における全
体の仕切りを行い、各事業部連絡員
が事象の状況、対応戦略等を説明す
ることを念頭にマニュアルを整備した
ものの、役割分担の記載は具体的で
なく、各要員の果たすべき役割を確認
するための事前の打合せも行われな
かった。 

 
②ERC 対応室が狭く、ERC 対応者の後

ろに補助者が行き来するスペースが
なく、また、ERC 対応者の手元に説明
資料の置き場もなかった。 

  （必要な情報がタイムリーに ERC 対
応者へ渡せない。） 

 

・即応センター内の全社側要員と事業部側
要員との役割分担（各シートを誰が説明
するか、説明優先順位の切り替え指示
等）を明確にするとともに、説明者とは別
に、全体の状況を俯瞰的に見て情報の優
先順位を判断する要員を配置する。 

 
 
 
・ERC 対応に支障が出ないよう、ERC 対応
室を拡張する。 

 
 
 
 

№9、11、12、13、17

他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

即応センター（全社対応者）は、発災
直後における施設状況について、重
要性に応じた即時性をもって ERC プ
ラント班に提供できていない（濃縮に
おける UF6 漏洩、火災発生など）。 

情報共
有

（ERC） 

①初期の ERC 対応を全社側の要員の
みで行うに当たり、役割分担を定める
マニュアルを整備したものの、各要員
の果たすべき役割を明確に定めてい
ないことに加え、事前の教育や意識
付けが不足していた。 

 
 

②初期の ERC 対応を全社側の要員の
みで行うに当たり、一人の ERC 対応
者で全施設の状況を整理して説明す
るための教育訓練が不足していた。 

 

・事業部の要員が到着するまでの間に、事
業部ごとの状況を説明する要員とサポー
トする要員をそれぞれ決めるとともに、力
量を高めるための教育訓練を継続的に
行う。 

 
 
 
・同上 
 
 
 
 

№1、9 他 
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【再処理事業部に係る問題点】 

№ 問題点 区分 直接原因 対策 
ﾊﾟﾝﾁﾘｽﾄ 

該当箇所 

5 

再処理事業部対策本部は、重大事故
対策以外情報として負傷者情報の発
信が不十分であった。また、作業員
の状況把握について改善が必要であ
った。 

情報共有

（社内） 

①事業部対策本部から現場（中央制御
室）へ情報収集する要員を派遣した
が、重大事故対策の情報収集に集中
したため、負傷者等の情報収集が不
足した。 

 
②再処理事業部対策本部（緊急時対策

所）が、実施組織や支援組織内の要
員情報の共有について明確にルール
化していなかった。 

 
③「№１（再処理事業部の直接原因）②」

と同じ。（COP 資料の記載情報の問
題） 

・重大事故対策以外の情報収集する要員
の増員を検討する。 

 
 
 
 
・ガイドラインを見直し、事業部対策本部
（緊急時対策所）で入手、共有する要員
配置情報を明確化する。 

 
 
・同左 

№43 

社内コメント 

6 

再処理事業部対策本部において、本
部への報告の遅れにより、ＥＡＬ判断
に時間を要した。 
（ AL ３ ０ （ 使 用 済 燃 料 プ ー ル 水 位 
TAF+４．０ｍ）の判断が、事象発生時
間から、AL３０までに 18 分を要し
た。） 
 

情報共有

（社内） 

①AL３０の水位到達の情報を入手した
機能班は、ガイドラインの内容（EAL
情報の口頭速報伝達）を十分把握し
ていなかった。このため、情報入手
後、本部報告までに通常の情報伝達
と同様に、連絡報の作成報告を行
い、報告が遅れた。 

 
②事業部対策本部は、AL 判断状態が

差し迫った状況で、本部や、各機能班
がどのような対応、体制をとるか（監
視強化、ERSS 等の監視報告等）、明
確化していなかった。 

 

・ガイドラインの対応（EAL 情報は、口頭速
報を優先し、資料作成は後回し）を事業
部対策本部員に徹底する。 

 
 
 
 
 
・ガイドラインを見直し、EAL 判断状態が差
し迫った状況での本部の監視強化対応を
明確化する 

 

社内コメント 

 



 ２０２０年度 日本原燃㈱原子力防災訓練における問題点に対する要因分析図 添付資料2

問題点②

即応センターは、ERCプ

ラント班に対して、ERC備

え付け資料、COPを活用

した説明ができていない。

発生している事象の状

況、今後の対応戦略お

よび現場の作業状況に

ついて、ERC対応者が分

かり易く説明出来ていな

い。

随時更新されるCOP情報

がERC対応者の手元に迅

速に届いていない。

（即応センター）

ERC対応者（含補助者）

が昨年から変更となった

ことに加え、事前の勉強

や経験を積む機会が限

られていた。

現行のERC備付け資料や

COPは、ERCが求める情報

に対して内容が不足してい

る。※

ERC対応者（含補助者）

は、ERC対応の経験が

不足していた。

ERC対応者（含補助者）は、

ERCが何の情報をどのよう

な観点から求めているかを

十分に把握出来ていなかっ

た。

直接原因

ERC対応者（含補助者）は、

発生している事象の状況、

今後の対応戦略および現

場の作業状況の説明に当

たり、ERC備付け資料から

適切なシートを速やかに選

び出すことが出来なかった。

背景要因

凡例

発生している事象の状

況、今後の対応戦略お

よび現場の作業状況に

ついて、COP資料等とし

てERC対応者にタイム

リーに提供されていない。

発生している事象の状

況、今後の対応戦略お

よび現場の作業状況に

ついて、ERC備付け資料

やCOPの様式・内容が説

明に適したものになって

いない。

全体状況のCOPが随時

更新されない。

COPを更新しても、古い

情報や空欄がある。

発生事象に対する戦略

シートが速やかに提供さ

れない。

時間余裕の少ない活動

に関する情報を優先的

に提供するなど、優先順

位に配慮した情報提供

がなされない。

ERC対応者（含補助者）

は、あらかじめ用意し

たERC備付け資料や

COPの内容を十分に把

握出来ていなかった。

問題点①

即応センターは、ERCプ

ラント班に対して、プラン

ト状況、対応戦略等につ

いて、タイムリーに説明

できていない。

ERC対応補助者からERC
対応者に、事業部対策本

部（緊急時対策所）の音

声から聞き取った情報や

情報共有システムからの

情報がタイムリーに提供

されていない。（即応セン

ター）

※：ERC備付け資料やCOPに不足している情報の例

・EALの判断に必要な情報（モニタリングポストの指示値、排気筒

モニタの指示値）

・EALへの到達予想時刻

・重大事故対処に係る構内アクセスルートの状況

・事象の状況や今後の対応戦略の説明に必要な系統図、配置図

・燃料油の確保状況、等

即応センター内のモニタ

に戦略シートが表示され

ておらず、紙が届くまで対

応戦略の進捗が分からな

い。

再処理に関し、訓練直

前まで備付け資料の修

正やCOPの追加が継続

していたため、事前に確

定した資料を用いて教

育訓練を行う機会がな

かった。

全体状況のCOPは、30
分ごとに印刷してERC対

応者に届けるルールに

なっていた。

戦略シートは、更新の都

度印刷してERC対応者に

届けるルールになってい

たが、特に時間余裕が

残り少なくなった場合の

作業状況の把握・説明

に当たって、迅速性に欠

けた。

再処理に関し、即応セン

ター内のモニタに表示し

ているCOPにおいて、更

新された箇所が瞬時には

識別できない。

今回複数施設の同時発災を想定したことから、

即応センターを全社対策本部隣接の場所に変

更したため、事業部対策本部の状況が即応セ

ンターに伝わりにくくなった。（昨年までは単独

発災を想定したため即応センターは事業部対

策本部に近接して設置しており、速やかに事

業部対策本部の状況を把握出来た。）

今回複数施設の同時発災を想定したことから、

即応センターを全社対策本部隣接の場所に変

更したため、事業部対策本部の状況が即応セ

ンターに伝わりにくくなった。（昨年までは単独

発災を想定したため即応センターは事業部対

策本部に近接して設置しており、速やかに事

業部対策本部の状況を把握出来た。）

備付け資料およびCOPの内容を早急に

改善した上で、ERC対応者および補助者

に対する教育訓練を継続的に行う。合

わせて、ERC対応、重大事故対応に詳し

い人間を配置する（即応センター）

再処理COPにおいて、更新した箇所が瞬時に識別出来

るように記載方法を工夫する。

即応センター内のモニタ

に、戦略シートも表示出

来るようにする。

対 策

一人の補助者に様々な

情報が集まり、情報を処

理しきれない。

再処理に関し、どの情報

を重視するかなどの情報

処理方法の整理や情報

の種類に見合う要員の強

化が行われていなかった。

今回複数施設の同時発災を想定したことから、

即応センターを全社対策本部隣接の場所に変

更したため、事業部対策本部の状況が即応セ

ンターに伝わりにくくなった。（昨年までは単独

発災を想定したため即応センターは事業部対

策本部に近接して設置しており、複数の要員

が入れ代わり立ち代わり事業部対策本部の情

報を伝えていた。）

音声、情報共有システム、電話等の情報の処

理方法・担当を明確化するとともに、これに対

応するためERC対応補助者の要員を強化する。

（即応センター）

ERC対応補助者は、ERC対

応者（事業部対応者）に

COP等の情報を整理して渡

せていない。

事務本館地下の全社即応センターに加

え、再処理の状況については再処理対

策本部近接のERC対応室から直接ERCに

情報を提供することを検討する。

COP資料の作成につい

て、ブリーフィングまたは

30分を目途とした周期

的な作成以外は特に定

めていなかった。

COP資料の作成の運用

ルールは、定期的に本

部情報を集約発信するこ

とで本部および各拠点の

情報共有は十分と考え

ていた。

事業部対策本部は発災

事象毎にどの時点で何

の情報を入手し、外部と

情報共有（発信）するか、

具合的なイメージを共有

していなかったため、情

報収集のルールを定め

ていなかった。

事業部対策本部において、事象の

特徴を踏まえたタイミングでCOP資料

を作成更新することを共有できてい

なかった。このため、COP資料が、事

象進展の適切なタイミングで集約作

成されず、即応センターにも情報を

提供できなかった。

COP資料に記載する情報

量が多く、情報収集に時

間を要した。

COP資料に入力する情報

うち、優先度の高い情報

の収集に要員のマンパ

ワーを集中できなかった。

COP資料自体に、優先的

に情報収集する必要の

ある項目や、情報収集事

態のリミット時間は明確

にされていなかった。

COP資料に記載する情報

の全てを迅速に収集、共

有する意識がなかった。

再処理事業部対策本部

は、速報情報を現場情

報が逐次報告され、COP
資料がなくても概ね状況

の把握ができたことから、

COP資料を集約共有する

意識が低かった。

現行のCOP①は、SA対策

以外の発災情報（火災、

人身災害、SA対象外施

設の発災）等の情報が

少なくなった。

COP①には、重要情報は、

重要情報を可能な限り表

示した結果、他の発災情

報を記載するスペースが

減少した。

COP①は、その1枚で施

設の重要情報を全て把

握することを意図してい

たが、余分な情報も多く、

構成上、無理があった。

COP①には、発災時点で

確定する情報（SAの種

類）や短時間での状態変

化が無い情報（貯水槽容

量等）、COP②、③で確認

できる情報が多く含まれ

ており、十分整理されて

いなかった。

COP資料の見直し（簡略

化）を行い、進捗状況、

対応戦略についてはERC
配備資料を併用して説

明することを考えたが、

事業部連絡員の負担と

なり、わかりやすい説明

ができなかった。

現状のCOP③（COP③－

１、２、３）は、重大事故

対策の開始時刻、終了

時刻の実績と、発災まで

のリミット時間を記載して

いるが、作業の完了予定

に対する進捗情報を記

載していなかった。

COP③（COP③－１、２，

３）の作成検討にあたり、

最低限度の情報としてリ

ミット時間に対しての開

始、終了実績のみとした

ため。

COP③（COP③－１、２，

３）を短時間（5分程度）で

説明することを考慮して、

資料枚数を削減を図った

結果、作業の完了予定

に対する進捗情報が不

足した。

現状のCOP③（COP③－

１、２、３）には、対策作業

全体の流れ（戦略フ

ロー）を記載していな

かった。

ERC備付資料の再整理

に合わせ、従来のCOP②、

③に記載していた対策の

流れの概念図を削除し

て、これらをERC配備資

料で説明する方針として

いた。

ERC配備資料で対策作業

全体の流れ（戦略フ

ロー）を説明する方針と

したが、具体的な説明方

法は特に定めていなかっ

た。

Ａ

Ｂ

・事象の特徴を踏まえたCOPの作成、更新

等のタイミングをルールとして明確化する。

ERC備付資料とCOP資料

を同時に使用して説明す

ることを考えていたが、

説明者の負担となり、説

明が難しかった。

COP資料の記載構成を見直し、事故収束

に向けた対応状況の概要が把握しやすい

ように修正する。

事業部連絡員補助に対

し、情報の整理及び優先

事項を事業部連絡員へ

伝えるルールを定めてい

なかったことに加え、事

業部連絡員補助の業務

負荷が多く、本対応を実

施することができなかっ

た。

事業部連絡員は、事業

部連絡員補助から受け

取ったCOP資料等をもと

に説明を行ったが、提供

資料が十分整理されて

おらず、自分で資料を探

す余裕もなかった。

事業部連絡員補助は、

本部からの情報受取り

及び本部への確認対応

に追われ、情報の整理

及び備付資料の準備が

できなかった。

情報を整理して事業部連

絡員に提供する体制と

なっていなかったため、

わかりやすい説明ができ

なかった。

事業部対策本部からの情報受取り、整理、

優先順位決定を行い、事業部連絡員に情

報提供するための役割の要員を追加する。事業部連絡員補助に対

し、情報整理を行い優先

情報を事業部連絡員へ

伝えること及び必要な備

付資料を準備するルー

ルについて、特に定めて

いなかった。

現場からの情報収集過

程において、様式の不統

一やデータベース登録資

料が多い等、効率化が

図れていなかった。

現場から即応センターまでの情報伝達の

仕組みを見直す。

現場から即応センターまでの情報伝

達に多くの要員が関与しており、情

報伝達に時間を要した。

ｃｏｐ資料が一式の状態で更

新されなかったため、情報が

五月雨式となり、分かり難

かった。

COP資料は30分を目安に作

成することとしていたが、一

式で更新するルールを特に

定めていなかった。

COP資料の作成頻度は

30分を目安にするルー

ルはあったが、COP資料

一式の形で即応センター

へ伝わらなかったため、

情報が断片的で分かり

難かった。COP資料の作成と更新タイミングを明確に

し、COP資料が一式の形で即応センターへ

提供できるようガイドラインへ明記する。

事業部連絡員は、発生

内容の影響と重要度等

をCOP資料、ERC備付資

料を使用して説明できな

かった。
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COP、戦略シート等の各

シートを、ERC対応者の

うちの誰が説明するか

があらかじめ決まってい

ない。

即応センター内の全社側要

員と事業部側要員との役割

分担が明確になっていな

かった。

今回複数施設の同時発災を想定し

たことから、即応センターを全社対

策本部隣接の場所に変更したため、

事業部対策本部の要員が到着する

までの間のERC対応は全社側の要

員のみで行う必要があった。

問題点③

即応センター（全社対応

者）は、複数施設におけ

る同時発災において、優

先順位をつけた情報提

供ができていない。

事業部からもたらされる

COP等の情報が、優先

順位を考えて整理して

ERC対応者に伝えられて

いない。

ERC対応者が、五月雨式に

手渡される資料について、

優先順位を判断しながら説

明することには無理があっ

た。

補助者が対応者の後ろか

ら緊急の情報を口頭で伝え

たり、資料を提示するなど

の連携を取った対応が出

来ていない。

昨年までは事業部単独の発災を想定

していたのに対し、3事業部での同時

発災を想定したため、即応センターに

おける全社と事業部との対応者の役

割分担が昨年までの訓練から変更さ

れた。（全社対応者が全体の仕切りを

することにしたため、事業部対応者と

の役割があいまいになった）

事業部連絡員がERC対

応室に到着するまでの

ERC対応において、施設

の状況をタイムリーに説

明できていない。

事業部連絡員がERC対応

室に到着するまでの間、施

設の状況を迅速に把握し

てERCに伝えるためのERC
対応室内の役割分担が明

確でなかった。

事業部連絡員がERC対応

室に到着するまでの間、

施設の状況を迅速に把握

してERCに伝えるための

ERC対応者の力量の習熟

が不足していた。

初期のERC対応を全社側の要

員のみで行うに当たり、役割

分担を定めるマニュアルを整

備したものの、各要員の果た

すべき役割を明確に定めてい

ないことに加え、事前の教育

や意識付けが不足していた。

初期のERC対応を全社側の要

員のみで行うに当たり、一人

のERC対応者で全施設の状況

を整理して説明するための教

育訓練が不足していた。

全社側の要員が同時発災における全体の

仕切りを行い、各事業部連絡員が事象の状

況、対応戦略等を説明することを念頭にマ

ニュアルを整備したものの、役割分担の記

載は具体的でなく、各要員の果たすべき役

割を確認するための事前の打合せも行わ

れなかった。

問題点④

即応センター（全社対応

者）は、発災直後におけ

る施設状況について、重

要性に応じた即時性を

もってERCプラント班に提

供できていない（濃縮に

おけるUF6漏洩、火災発

生など）。

ERC対応室が狭く、ERC対応

者の後ろに補助者が行き

来するスペースがなく、また、

ERC対応者の手元に説明資

料の置き場もなかった。

今回複数施設の同時発災を

想定したことから、即応セン

ターを全社対策本部隣接の場

所に変更したため、即応セン

ターが狭隘となった。

今回複数施設の同時発災を想定し

たことから、即応センターを全社対

策本部隣接の場所に変更したため、

事業部対策本部の要員が到着する

までの間のERC対応は全社側の要

員のみで行う必要があった。

事業部の要員が到着するまでの間に、事業

部ごとの状況を説明する要員とサポートする

要員をそれぞれ決めるとともに、力量を高め

るための教育訓練を継続的に行う。

ERC対応に支障が出ないよう、ERC対応室を拡張する。

即応センター内の全社側要員と事業部側要員との役割分担（各シートを

誰が説明するか、説明優先順位の切り替え指示等）を明確にするととも

に、説明者とは別に、全体の状況を俯瞰的に見て情報の優先順位を判

断する要員を配置する。

運転管理班は、制御室

にある情報について取

捨選択し、重大事故対

応以外の施設情報（現

場要員の展開情報）は

緊急時対策所側に報告

していなかった。

運転管理班の制御室連絡

要員は3人選任されており、

要員上、現場から吸い上

げられる情報に限界が

あった。（管理者：1、電話

による連絡要員：2）

問題点⑤

再処理事業部対策本部

は、重大事故対策以外

情報として負傷者情報

の発信が不十分であっ

た。また、作業員の状況

把握について改善が必

要。

事業部対策本部は、

COP①の情報更新が遅

く、迅速に負傷者等の

情報共有できなかった。

事業部対策本部から現場

（中央制御室）へ情報収集

する要員を派遣したが、重

大事故対策の情報収集に

集中したため、負傷者等

の情報収集が不足した。

COP資料（COP①）につ

いては、負傷者の情報

記入欄があったが、記

載欄が小さく、多くの情

報を記載できなかった。

運転管理班はCOP資料

（COP③シリーズ）に必

要となりえる情報のみを

拾うことにしていた。

運転管理班は、COP資

料情報以外（例：現場に

現在何人の要員が配置

されているか）は必要な

いと考えていたため。

事業部対策本部（緊急

時対策所）より、運転要

員の配置情報等の要求

が無かったため。

再処理事業部対策本部

（緊急時対策所）が、実施

組織や支援組織内の要

員情報の共有について、

明確にルール化していな

かった。

問題点⑥

再処理事業部対策本部

において、本部への報

告の遅れにより、ＥＡＬ判

断に時間を要した。

（AL３０（使用済燃料プー

ル水位 TAF+４．０ｍ）の

判断が、事象発生時間

から、AL３０までに18分

を要した。）

運転管理班はEAL判断

に達したパラメータ（プー

ル水位）を入手後、即時

に本部長へ報告できな

かった。

EAL情報の入手時、ガイ

ドラインで最優先事項で

口頭で報告することを記

載しているが、運転管理

班は連絡報作成、報告

する等、定められた対応

ができなかった。

AL３０の水位到達の情報を入手した機能班

は、ガイドラインの内容（EAL情報の口頭速

報伝達）を十分把握していなかった。このた

め、情報入手後、本部報告までに通常の情

報伝達と同様に、連絡報の作成報告を行い、

報告が遅れた。

運転管理班プラント状況

からプール水位が低下

し、至近でEAL水位まで

到達する可能性がある

ことは認識していたが、

重点的にプール水位を

認する体制をとれなかっ

た。

事業部対策本部は、運

転管理班に対し、重点

的にプール水位を監視、

確認、即時報告させる

明確な指示を出せな

かった。

運転管理班は、プール

水位プラント情報につい

ては、制御室の入手情

報に依存し、ERSSの常

時伝送で入手できる情

報に基づいて即時報告

を行う意識がなかった。

コントローラは運転管理

班に対しERSSの常時伝

送の情報をインプットを

したが、運転管理班は、

ERSSの常時伝送を監視

して報告するという認識

はなかった。

ガイドラインでは、EAL情報

を速報させる対応を記載し

ているが、EAL判断状態が

迫った状況で、本部や、各

機能班がどのような対応、

体制をとるか（監視強化、

ERSS等の監視報告等）、明

確化していなかった。

事業部対策本部は、AL判
断状態が差し迫った状況

で、本部や、各機能班がど

のような対応、体制をとる

か（監視強化、ERSS等の監

視報告等）、明確化してい

なかった。

Ａ

Ｂ

運転管理班による情報収集要員の増員等を

行う。

ガイドラインを見直し、事業部対策本部（緊

急時対策所）で入手、共有する要員配置情

報を明確化する。

ガイドラインの対応（EAL情報は、口頭速報を優先し、

資料作成は後回し）を事業部対策本部員に徹底する。

ガイドラインを見直し、EAL判断が差し迫った

状況での本部の監視強化対応を明確化する。


